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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 64,585 13.8 1,917 300.2 1,985 263.8 1,306 174.6

2024年３月期第３四半期 56,755 2.9 479 △65.9 545 △62.7 475 △52.6

（注）包括利益 2025年３月期第３四半期 1,086百万円（93.4％） 2024年３月期第３四半期 562百万円（△53.0％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 125.22 125.21

2024年３月期第３四半期 45.41 45.37

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 63,545 23,040 36.3

2024年３月期 59,107 22,551 38.2

（参考）自己資本 2025年３月期第３四半期 23,040百万円 2024年３月期 22,550百万円

年間配当金
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 35.00 － 35.00 70.00

2025年３月期 － 44.50 －

2025年３月期（予想） 44.50 89.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 83,900 7.8 2,600 63.5 2,580 61.0 1,700 37.6 164.05

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（注)前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前第３四半期連結累計期間に係
る数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映しております。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期３Ｑ 10,614,225株 2024年３月期 10,614,225株

②  期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 165,661株 2024年３月期 320,978株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 10,430,362株 2024年３月期３Ｑ 10,475,223株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、経済活動が正常化し、雇用・所得環境も改善

され、緩やかな回復が続いております。一方、アメリカの政策動向や中東情勢の悪化、不安定な

為替の動向、金融政策の変更などによる景気への影響も引き続き注視していく必要があります。

当建設業界では、公共投資は底堅く推移し、民間設備投資も引き続き持ち直しの動きがみられ

るものの、建設資材の価格高騰や労働者賃金の上昇及び労働者不足の問題などにより、厳しい事

業環境が続いております。

このような情勢のなか、当社グループは、新中長期経営計画「Road to 100th anniversary～飛

躍への挑戦～」（2024年度～2030年度）の目標達成を目指して営業活動を展開した結果、当社グ

ループの当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高は82,317百万円（前年同期比15.1％増）、

売上高は64,585百万円（前年同期比13.8％増）、繰越工事高は122,093百万円（前年度末比17.7％

増）となりました。利益面につきましては、営業利益は1,917百万円（前年同期比300.2％増）、

経常利益は1,985百万円（前年同期比263.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,306百

万円（前年同期比174.6％増）となりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、「受取手形、完成工事未収入金及び契約資産」が増

加したことなどにより、前連結会計年度末比4,437百万円増の63,545百万円となりました。

負債合計は、「短期借入金」が増加したことなどにより、前連結会計年度末比3,948百万円増の

40,505百万円となりました。

純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純利益1,306百万円の計上及び配当金の支払いなど

により、前連結会計年度末比489百万円増の23,040百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の業績予想につきましては、2024年５月８日に公表したとおりであり、変更はありませ

ん。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,775 10,335

受取手形、完成工事未収入金及び契約資産 36,217 40,921

電子記録債権 2,464 226

販売用不動産 23 23

未成工事支出金 771 1,029

その他 406 766

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 48,655 53,300

固定資産

有形固定資産

土地 1,411 1,662

その他（純額） 1,178 1,352

有形固定資産合計 2,589 3,014

無形固定資産

のれん 1,251 1,152

技術関連資産 1,901 1,751

その他 717 623

無形固定資産合計 3,870 3,526

投資その他の資産

投資有価証券 2,728 2,410

その他 1,263 1,292

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 3,991 3,703

固定資産合計 10,451 10,244

資産合計 59,107 63,545

負債の部

流動負債

工事未払金 10,147 11,097

電子記録債務 16,276 12,557

短期借入金 1,300 6,900

１年内返済予定の長期借入金 369 351

未払法人税等 378 505

未成工事受入金 639 1,667

完成工事補償引当金 479 573

賞与引当金 325 95

工事損失引当金 0 218

株式給付引当金 － 120

その他 932 1,247

流動負債合計 30,848 35,335

固定負債

長期借入金 3,004 2,741

退職給付に係る負債 1,974 1,925

繰延税金負債 594 450

株式給付引当金 89 －

その他 44 51

固定負債合計 5,707 5,169

負債合計 36,556 40,505

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,324 4,324

資本剰余金 241 292

利益剰余金 17,095 17,575

自己株式 △366 △188

株主資本合計 21,295 22,004

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,163 940

退職給付に係る調整累計額 91 95

その他の包括利益累計額合計 1,255 1,035

新株予約権 0 －

純資産合計 22,551 23,040

負債純資産合計 59,107 63,545
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

売上高

完成工事高 55,596 63,940

不動産事業等売上高 1,158 645

売上高合計 56,755 64,585

売上原価

完成工事原価 52,890 58,815

不動産事業等売上原価 446 519

売上原価合計 53,337 59,335

売上総利益

完成工事総利益 2,706 5,124

不動産事業等総利益 711 125

売上総利益合計 3,417 5,250

販売費及び一般管理費 2,938 3,333

営業利益 479 1,917

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 87 100

その他 23 34

営業外収益合計 112 135

営業外費用

支払利息 3 31

支払手数料 31 32

その他 9 3

営業外費用合計 45 66

経常利益 545 1,985

特別利益

固定資産売却益 2 －

投資有価証券売却益 299 －

特別利益合計 302 －

特別損失

固定資産売却損 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前四半期純利益 847 1,985

法人税、住民税及び事業税 247 737

法人税等調整額 124 △57

法人税等合計 372 679

四半期純利益 475 1,306

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 475 1,306

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

四半期純利益 475 1,306

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 76 △223

退職給付に係る調整額 10 4

その他の包括利益合計 86 △219

四半期包括利益 562 1,086

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 562 1,086

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）
（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）
　　　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

　従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下「法人税等」という。）について、法令に従い算定し

た額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる取引等に応

じて、損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計額に計上された

法人税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、これに対応する税額

を損益に計上することといたしました。

　なお、課税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその他の包括利益に関連しており、かつ、株

主資本又はその他の包括利益に対して課された法人税等の金額を算定することが困難である場合には、当該税額を

損益に計上しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の適用初年度の累積的影響額を、適用初年度の期首の利益剰余金に加減するとともに、対応する金額を資本剰余

金、評価・換算差額等又はその他の包括利益累計額のうち、適切な区分に加減し、当該期首から新たな会計方針を

適用しております。また、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月

28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項（２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の適用初年度の累積的影響額を、適用初年度の

期首の利益剰余金に加減するとともに、対応する金額を期首の資本剰余金に加減し、当該期首から新たな会計方針

を適用しております。

　加えて、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から適

用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後

の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半

期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）
　該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年12月31日）

減価償却費 152百万円 363百万円

のれんの償却額 32 98

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）
当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

(注) 前連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前第３四半期連結累計期

間の減価償却費及びのれん償却額については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

（セグメント情報等の注記）
前第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日  至2023年12月31日）

当社グループは、建設事業並びにこれらの付帯業務を単一の報告セグメントとしており、その他の事業につ

いては重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当第３四半期連結累計期間（自2024年４月１日  至2024年12月31日）

当社グループは、建設事業並びにこれらの付帯業務を単一の報告セグメントとしており、その他の事業につ

いては重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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受注高

2025年３月期第３四半期累計期間 81,428 百万円 15.8 ％

2024年３月期第３四半期累計期間 70,308 △1.6

区     分
前第３四半期累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  2024年４月１日
至  2024年12月31日）

比較増減 増減率

建

設

事

業

建

築

官公庁 780 （ 1.1 ％） 87 （ 0.1 ％） △692 △88.7 ％

民  間 69,528 （ 98.9   ） 81,340 （ 99.9   ） 11,812 17.0

計 70,308 （ 100.0   ） 81,428 （ 100.0   ） 11,119 15.8

土

木

官公庁 - （ -   ） - （ -   ） - -

民  間 - （ -   ） - （ -   ） - -

計 - （ -   ） - （ -   ） - -

合

計

官公庁 780 （ 1.1   ） 87 （ 0.1   ） △692 △88.7

民  間 69,528 （ 98.9   ） 81,340 （ 99.9   ） 11,812 17.0

計 70,308 （ 100.0   ） 81,428 （ 100.0   ） 11,119 15.8

受注高

2025年３月期予想 100,000 百万円 7.7 ％

2024年３月期実績 92,818 8.7

３．補足情報

（１）個別受注実績

（注）％表示は、前年同四半期比増減率

（参考）受注実績内訳                                                    （単位：百万円）

（注）（   ）内の％表示は、構成比率

（２）個別受注予想

（注）％表示は、前年同期比増減率

[個別受注実績及び個別受注予想に関する定性的情報等]

当第３四半期累計期間の個別受注実績につきましては、前年同四半期比15.8％増の81,428百万円とな

りました。通期の個別受注予想は、現状の受注状況を踏まえ、前回予想の89,000百万円から11,000百万

円増加の100,000百万円としております。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年１月31日

大末建設株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 沖 　　　聡

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 内 紀 彰

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている大末建設株式会社の2024年４月１日から2025年３月31

日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期

間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていない

と信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四

半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明するこ

とが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況

により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準

第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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